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（中国） ― ― ―
出所 ：各社への口頭（2010年11月および11年3月）ならびに文書（同6月）による照会。日立については訪問はした
ものの校正段階までに文書での回答が得られずに省略した。
グレーター上海日系企業の産業集積
― 101 ―
　進出動機として個別に聴取したところでは，浦東新区の金橋地区の場合，通常25％課される税が
「ハイテク企業」ということで9％免除されるとのことであった。またこの地域は「電力制御」（需要ピー
ク時の停電）から除外されているが，青浦工業園区では2006年頃より事前通知による3―5日程度の
計画停電（7―9月に年1回程度）が始まった。さらに10年には万博などの影響によりこの回数が年2
回程度に増えたほか，前日通告による突然の停電も発生しているという100）。なお中国に進出する全
般的な動機として部品メーカーの場合，取引先の生産の中国シフトが進み，取引先に望まれて進出を
決めている事情がある。また大企業にインタビューしても表向きは語られない理由として，利益を増
大させるうえで設備稼働率を上げることが望ましいが，日本では今日の労働事情からとりにくい2交
替制・3交替制が，中国では何ら問題なく組めるという事情も大きい101）。
　調達を華東地域中心に行う理由としては，情報交換やコミュニケーションを重視しているためと
の声が聴かれた102）。本稿の対象地域からは外れるが，地元での調達が不充分である場合でも，他地
域で探すと競合他社と重なるため，地元で育ててゆくという理由も挙げられている103）。完成品メー
カー・部品メーカーを問わず，余計な在庫，仕掛かり品をもたない態勢が構築されており，工場のレ
100） これまでのところ，稼働日の振替などにより生産に影響させることなく対応している（11年6月，河村電
器（上海）からの文書による回答）。同社の主要な外注先のある浙江省エリアでは省レベルの電力削減目標達
成のために，地域や業種によっては週3日の電力供給しか行われなくなり，調達先の一部に見直しを迫られた
とのことである。
101） 現地では土日操業・24時間操業が当たり前になっている（http://www.smrj.go.jp/≫経営支援≫調査・研究
≫各種調査・報告書≫海外調査≫平成16年度海外調査報告≫「中国経済概況と華東地域開発区最新事情」10
ページ）。
102） オムロン社への聴取による（2011年3月）。それが究極的には無駄をなくすことにつながるとのことであっ
た。そのために年に2回調達先に集まってもらっているという。また今後の現地での調達比率については，可
能な限り引き上げたいとのことである。
　　　同社はセンサーを始めとする中間財について順次国内生産を縮小し，浦東新区への生産移管を進めている。
1988年以降大連（独資化は91年）で生産する健康機器（血圧計・体温計等）の中国におけるシェアは圧倒
的であり（2008年の血圧計の世界シェア51％に対して中国では本国日本の67％に準ずる66％，http://www.
healthcare.omron.co.jp/bpm/≫ヒストリー＆テクノロジー≫グローバルシェアNO. 1へ），それを通じて得た
ブランド力により，上海においてもきわめて良質な労働者を確保している印象を受けた。
　　　2011年5月，自動車電子部品については本国のみならず北米の関連生産ラインをも浦東にシフトすると発
表している（http://japanese.pudong.gov.cn/≫2011年情報集≫2011年5月≫オムロンが浦東新区で追加投資）。
なお自動車部品については，上海の完成車組立が独VWや米GMの牙城であり，日系の完成車メーカーと一
次サプライヤーが中国の南北（長春・天津・広州他）に分散している関係で，二次サプライヤーは中央部の
華東に進出するという事情があるとのことである（http://www.smrj.go.jp/≫経営支援≫調査・研究≫各種調
査・報告書≫海外調査≫平成16年度海外調査報告≫「中国経済概況と華東地域開発区最新事情」10ページ）。
また中国では系列に拘束されずに取引ができるメリットがある。現地で生産しているということで，すべて
の完成車メーカーから取引の打診がくるという（同12ページ）。
103） 富士通ゼネラル（無錫市）における聴き取り（2011年3月）。同社の場合，先行してタイに進出しており，
そちらには品質面でも充分な供給先があるが，地元で中小企業を育ててゆきたいとの意向であった。
― 102 ―
名古屋学院大学論集
イアウト自体もそれを反映している104）。
　自社工場の周辺（近隣・市内・華東地域という3層のレベル）に部品メーカーによる生産集積が形
成されているか否かについては，オムロン社によれば，部品点数が多いのでそうとはいえないとのこ
とであった。一方，おおむね形成されているとの回答もあった105）。
　また離職については，賃金をめぐるさまざまな情報が入り，月に何十人ということもあって教育に
頭を悩ませているということであった。生産ラインはラインで一番遅いワーカーに合わせる形にせざ
るをえず，また多工程を覚えなければならないセル生産方式も離職率が高いと導入できない106）。求
人については1920年代後半の在華紡では中共の細胞の潜入もあり，反共産党系の地下結社「青幇」
の力を借りて紹介を受けるなどしたが107），共産党が体制側になった今日，企業内のワーカーの組合
は逆に御用組合と化してストライキにさいしても会社側に協力しており，一切が逆転している。現地
で直接雇用する社員以外のワーカーはローカルの労務公司（派遣会社）に多くを負うており，専門職
や管理職については政府系の派遣会社もある。また開発区側も毎週のように人材募集フェアのような
場を設けている108）。
むすびに代えて
　以上，中国上海地域を対象に，清朝・民国・人民共和国と政治経済体制の断絶を超える1世紀半のパー
スペクティブにより，近代的な軽工業の形成・発展過程と，その現代的な諸産業への転換過程を跡づ
けた。諸学の狭間を行き来して総合する営みを通じて，多くの新知見がもたらされたはずである。今
日の中国主要都市の技術開発区における外資系企業に対する優遇措置は，戦前の中央政府の統制が衰
えていた時期の状況と実質的に大差ないことから，そこでおおむね自由に行われている，日系を含む
外資系企業の投資に基づく活動は戦前期の在華紡を始めとする日本の軽工業資本によるものと本質的
な差異はない。したがって，そこで生起する経営管理上の課題も共通のものである。
　本稿では現代の実証分析に関しては極力，上海市に限定して論じたが，上海の経済的影響力は伝統
的に内陸の奥深くまで及んでおり，とりわけ長江沿いの諸都市との関連の下に分析を行わないかぎり
十全ではない。この課題については次稿109）に譲ることとする。
104） 組み立てが終わるとトラックヤードを経由して搬出され，日本向けの場合そのまま港に送られるという態
勢。
105） 富士通ゼネラルによる。同社が完成品メーカーであるのに対して，上海オムロンが部品メーカー（自動車
部品メーカーとしてみれば二次以下のサプライヤー）であることを考慮する必要がある。
106） 上海日立家用電器（浦東新区）における聴き取り（2010年11月）。
107） 桑原前掲論文289―91ページ。
108） http://www.smrj.go.jp/≫同8，10ページ。オムロンではワーカーから積極的に正社員への登用を進めている
とのことであった。
109） 前掲「長江デルタ日系企業の産業集積―メガポリスの経営―政治経済学（3）―」（仮題）。
